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役 員 就 任 の お 知 ら せ

　2021年8月19日開催の第68回評議員会および第178回理事会において役員・評議員の選任および四役の互選がおこな
われました。今回は、理事長・副理事長・常勤理事の新体制をご紹介するとともに、再任となりました神津理事長か
ら皆さまへのご挨拶を掲載します。

【代表理事理事長ご挨拶】

　平素より、当協会の事業・活動にご理解、ご支援いただき心から感謝申しあげます。
このたび、8月19日に開催された全労済協会第178回理事会において、引き続き理事長を
務めさせていただくことになりました。どうぞよろしくお願いいたします。

　今日の日本社会は、格差や貧困の拡大、自然災害の頻発、さらには新型コロナウイル
ス感染症の拡大など、非常に困難な課題に直面しており、勤労者・生活者は一段と厳し
い状況に立たされています。
　こうしたなか、勤労者・生活者の生活・福祉の向上と発展に向け活動する当協会の役

割と意義はさらに大きくなっていると言えます。
　その期待に応えるべく、公益目的支出計画にもとづく「シンクタンク事業」と「相互扶助事業（認可特定保険業）」
の２つの事業に取り組み、誰もが豊かで安心できる社会づくりへの貢献を進めてまいります。
　また、今期は、公益目的支出計画の終了（2025年5月末）後の当協会の方向性についての検討も進めてまいります。

　これらの重要な取り組みに向け、
新たな役員体制のもと全力を尽くす
所存でございますので、今後とも皆
さまのご支援・ご協力を賜りますよ
う心からお願い申しあげ、理事長再
任のご挨拶とさせていただきます。
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「Better Life 研究会」 成果書籍『壁を壊すケア』発刊のご案内

　当協会では、公益目的支出計画のもと、日本社会が抱えるさまざまな課題について調査・
研究を行っています。2020年1月から2021年1月まで「Better Life 研究会」を設置し、ケア（気
にかける）の考え方にもとづく地域づくりのあり方について議論を深めました。その研究成
果としてとりまとめた書籍『壁を壊すケア』が10月に発刊されますので、ぜひご一読ください。

【編著者】慶應義塾大学経済学部教授　井手　英策　氏 
【執筆者】「Better Life 研究会」委員9名
【出版社】岩波書店（全国の書店でお買い求めいただけます。）
【定　価】1,900円+税

　この度の大雨により被害を受けられた皆さまに、心からお見舞い申し上げます。当協会の法人火災共済保険（オフィ
スガード）のご契約をいただいている団体で、建物等に被害を受けられた場合は下記までご連絡いただきますようご
案内申し上げます。
　また、自治体提携慶弔共済保険のご契約者（会員）は、会員となっているサービスセンター、互助会、共済会等へ
被害状況をご連絡いただきますようお願いいたします。
　なお、各種共済保険の保障内容に関しましては、当協会のホームページ（相互扶助事業）でもご覧いただけます。

令和3年7月から8月にかけての大雨により被害を受けられた皆さまへ

＜建物等への被害に関する被災受付・お問い合わせ＞

＜受付時間＞

＜修理や片づけを進めるときのご注意＞

＜保険金のお支払いについて＞

＜各種保障のご案内＞

全労済協会　相互扶助 検 索
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全労済協会シンポジウム（オンライン）「壁を壊すケア～気にかけあう街をつくる～」

■コーディネーター：井手　英策　氏    （慶應義塾大学経済学部教授）　　　　
■パ  ネ  リ  ス  ト：石井　正宏　氏　（NPO 法人パノラマ代表理事）

馬場　拓也　氏　（社会福祉法人愛川舜寿会常務理事）
名里　晴美　氏　（社会福祉法人訪問の家理事長）

■司　　　　　会　： 渡辺　真理　氏　（アナウンサー）
■配　信　方　法　： シンポジウム動画を当協会ホームページより一般公開
■公　開　期　間　： 12 月上旬～ 5 月まで期間限定で視聴いただけます。※公開期間は変更になる場合があります。

全労済協会 退職準備教育研修会 検 索

疑問点は専門家に聞くことができます！

講師： 塚原　哲　氏
　　　   CFP® ファイナンシャル・プランナー／生活経済研究所長野  所長

労働組合専門のシンクタンク「生活経済研究所長野」所長。全国で労働組合関連団体のライフサポー
ト活動の立ち上げに従事。企業内（職域）保障のスペシャリスト。日本経済新聞、プレジデント、
日経マネー等の媒体に執筆多数。

お答えいただくのは・・・望月 厚子 氏
社会保険労務士、ファイナンシャル・プランナー (CFP®、1級 FP技能士 )
日本経済新聞などで原稿を執筆されている経験豊富な先生です！

講師のご紹介

　当協会では、労働組合等における退職準備教育の普及・推進とコーディネーターの養成を目的に研修会を開催して

います。今年度もオンラインで研修会を開催しますので、ぜひお申し込みください！

■対 象 者：�講師未経験者・コーディネーター希望者、労働組合の役員・担当者・書記局員、中小SCの事務局員等

■受 講 料：1,000円　（テキスト・付属資料代および郵送費）

■オンライン受講期間：2021年11月中旬～ 2022年1月中旬

　【申込方法】当協会のホームページにてお申込みいただけます。

お申込受付期間：2021年10月4日（月）12：00 ～ 2021年10月22日（金）17：00

2021年度「退職準備教育研修会／
コーディネーター養成講座」オンライン開催します！

　なお、「Better Life 研究会」での研究成果をもとに、シンポジウム（オンライン）「壁を壊すケア～気にかけあう
街をつくる～」を開催予定です。
　身近に潜む地域の課題について課題解決の糸口を考えます。シンポジウム動画は当協会ホームページで一般公開し
ますので、ぜひご覧ください！
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オフィスガード推進事例レポート

基幹労連組合事務所の 「無保険事務所ゼロ」取り組みの成果報告

　本誌2021年2月号（Vol.168）で、オフィスガード＜法人火災共済保険＞の推進事例として、日本基幹産業労働組合
連合会（基幹労連）の加盟組合・構成組織を対象とした「無保険事務所ゼロ」の取り組みにつきましてご紹介をしま
した。
　また、2021年5月号（Vol.171）では中間報告をさせていただきました。
　今回は取り組みの成果をとりまとめましたのでご報告します。

1.　無保険事務所ゼロの取り組みについて
　基幹労連中央本部では、労働組合活動のベースとなる各加盟組合・構成組織の組合事務所や所有動産（什器・備品等）
を守る観点から、無保険事務所ゼロを目指す取り組みを実施しました。
　取り組みは、基幹労連中央本部が各加盟組合・構成組織に「組合事務所の保障点検シート」を配布して、組合事務
所や所有動産の保険加入状況を点検いただいたうえ、提出を要請する方法でおこないました。
　ご提出いただいた保障点検シートにもとづき、保障を必要と考えてはいるが無保障状態の各加盟組合・構成組織に
対して、当協会からオフィスガードの見積書をお届けし、無保障状態の解消に向けてご検討をいただきました。

２．取り組みを終えて　…　坪田中央執行委員コメント
　ご安全に。
　基幹労連では、「頼れる産別・誇れる産別」の取り組み項目の一つである勤労者福祉活動の一環として全労済協会「オ
フィスガード（法人火災共済保険）」の加入促進について取り組みを進めてきました。
　本年度の取り組み結果については、以下に記載している通りですが、加盟組合・構成組織の協力のもと取り組みが
進められた成果と考えております。
　今後も自然災害が多発する昨今の状況に鑑み、組合事務所や組合の財産を守る観点から無保険事務所ゼロを目指し、
パンフレットの配布やＨＰへの掲載などの取り組みを継続しておこなっていくこととします。

３．今後に向けて
　執行部の皆さまが、安心して組合活動ができるよう万一のために備えることはとても大切です。当協会としても、
オフィスガードの見積りをご提案するなどでご協力させていただきました。
　各加盟組合・構成組織によって事情、状況は様々に異なりますが、きめ細かい対応により、オフィスガードの一層
の推進を図っていきたいと考えます。

今回の取り組みの成果　（2021年８月末）

組織数

保障点検シート提出 463団体

見積書作成依頼 117団体

オフィスガード新規契約 18件

［参考］基幹労連オフィスガード契約実績 97件


